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同年 10 月のASEAN 非公式首脳会議の場を借りた上海でのブッシュ・江沢民
会談では、ブッシュ大統領は「中国は偉大な国家で敵ではない」と述べ、反テロ
や世界平和などで両国は「建設的協力関係」の発展に努力するとした（『中國時報』
2001 年 10 月 2 日）。以来、両国関係は急速に改善されていった。僅か数ヶ月間
で、停止していた米中人権対話を再開し、大量破壊兵器拡散問題について協議を
行い、軍事交流も復活させている（行政院大陸委員會2002）。他に関係改善の象






































                                                  





















ており、アメリカ側も中国の手助けを期待している。2002 年 2 月の訪中時には
江沢民に対して、2003 年 6 月のエビアンサミットでは胡錦涛に対して、ブッシ
ュはそれぞれ北朝鮮の大量破壊兵器問題解決に協力してくれるよう要請した。ま




































































内での自由な活動を許されている。たとえば、2000 年 8 月には中米歴訪からの
帰路、ロサンゼルス滞在時に外交部長として中華民国駐北米公館工作協調会報を






主催し（『聯合報』2000 年 8 月 15 日）、同年 11 月には米国内の複数の都市を回





















際には、ウォルフォウイッツ国防副長官と会見を果たした。2002 年 9 月、康寧
祥国防副部長は米台断交後初めてペンタゴンに足を踏みいれ、ウォルフォウイッ




















2001 年 4 月にブッシュ政権は台湾に対する巨額の武器売却を許可した。これ










ル防衛システムの整備を急ぐよう働きかけ、2003 年 6 月には台湾側が正式にア
メリカに対してPAC3と長距離早期警戒レーダーの購入を申し入れている（AFP
                                                  














民間組織「米台ビジネス協会」（US－Taiwan Business Council）が 2002 年 3
月から米台防衛サミットを年1回開催しており、これがその機能を受け継いでい






習・訓練を参観したりしている（『聯合報』2001 年 10 月 28 日）。これらは半ば
非公開（もしくは完全に非公開）であることが多いが、制服軍人の交流で公開さ






 軍事演習合同化の傾向もみられる。2003 年 4 月には米太平洋軍前司令ブレア
大将が秘密裡に訪台し、漢光十九号演習におけるコンピューター机上演習に参加
したと伝えられる（『中國時報』2003年12月9日）。同演習には歴代最大の米代
表団が送り込まれている（『聯合報』2003 年 5 月 9 日）。このように米軍が演習
 47
に参与するのは20 数年来初めてである（ロイター電2003 年 1 月2 日、TSR よ
り転引）。なお、この一年前の漢光18号演習にも非軍人身分で米軍関係者が参加




















































 当初ブッシュ政権は、2001 年 4 月の大統領発言にあるように、前提抜きで台
湾の防衛を公言していた。しかし、こうしたスタンスは911事件以降、徐々に変


























































































上げて帰国している（『中國時報』2003 年 12 月 20 日）。同時期に行われた米台
軍事交流と協力に関連する幾つかの会議では、予定通り実施こそされたものの、
事務手続や議事日程の確定などについて異例の遅延がみられた（『中國時報』2004






































省東アジア太平洋局のシュライバー副次官補も 2003 年 2 月の米台防衛産業会議
 53






側から強い不満が寄せられたといわれる（『聯合報』2003 年 3 月 14 日）。また、
東アジア担当国防副次官補ローレスは米台防衛産業会議で、ミサイル防衛力の獲

















TSRより転引）、実際に発注したのは2003 年6月になっている（Taiwan News 











































































イニー副大統領は 2004 年 4 月の訪中で台湾独立の不支持を繰り返すと同時に、
台湾への武器売却堅持も述べている（AP電2004年4月17日、TSRより転引）。
ケリー国務次官補は 2004 年 4 月の議会での報告で一方的な台湾海峡の現状改変
を誡めつつも、北朝鮮問題協議のために中国に妥協して台湾を犠牲にすることは
ないと明言し（『聯合報』2004年4月23日）、なおかつ中国のミサイル軍拡があ
る以上当然台湾に防衛兵器の供給を続けるともしている（中央社電 2004 年 4 月
22日、TSRより転引）。ブッシュ政権の台湾防衛の意思の継続は明らかであろう。 
 
３．アメリカ大統領選挙と米台関係 
 しかし、2004年末のアメリカ大統領選挙の結果によっては、こうした状況が大
きく変わる可能性もある。当然のことながら、ブッシュが再選を果たせなければ、
対立候補の民主党のケリーが大統領に就くのであって、なんらかの政策変更は否
めない。 
 ケリー自身の対台湾姿勢は明らかではないが、少なくともブッシュほど親台湾
的である可能性は低い。他方で、ケリーはアメリカ産業と雇用の保護という観点
から、ブッシュの対中国政策は生温いと批判しており、その意味では対中国姿勢
はやはり融和的にはならない、つまり台湾にとっては相対的に親しくなれる可能
性はある。 
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